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カスタマーハラスメントに対する行動指針 

 

第 1 条 目的と基本方針 

日本コミュニティケア株式会社（以下「当社」という。）は、利用者・家族等の尊厳と権利を尊重すると

ともに、職員の人格、心身の健康及び安全を守り、安心して利用でき、安心して働ける環境を整えるた

め、本指針を定める。 

当社は、正当な意見、要望及び苦情を真摯に受け止め、サービスの改善に取り組む。一方、カスタマーハ

ラスメントには毅然と対応し、職員個人に解決を委ねず、組織として職員を保護する。 

本指針は、労働施策総合推進法第 33 条及び第 34 条、令和 8 年厚生労働省告示第 51 号、労働契約法第 5 条

並びに愛知県カスタマーハラスメント防止条例を踏まえ、各事業に適用される法令及び運営基準に従って

運用する。 

第 2 条 適用範囲 

1 当社が運営する介護、訪問看護、障害福祉、障害児支援、住まいその他の事業に適用する。正職員、契

約職員、パート職員等の雇用形態を問わず、すべての職員を対象とし、受け入れた派遣職員等について

も必要な措置を講じる。 

2 役員、実習生、業務委託先、ボランティア等についても、その立場と関係法令に応じて安全確保と相談

支援を行う。他の法人への適用は、各法人による本指針の採用決定に基づく。 

3 対象となる相手方には、利用者、その家族・関係者、利用申込者、取引先、近隣住民等、事業に関係す

る者を含む。事業所内、利用者宅、送迎中、外出支援先等のほか、業務に関係する電話、メール、SNS

等での言動も対象とする。 

第 3 条 カスタマーハラスメントの定義 

カスタマーハラスメントとは、次の三つの要素をすべて満たすものをいう。 

① 利用者・家族等、当社の事業に関係する者による言動であること。 

② 業務の性質その他の事情に照らして、社会通念上許容される範囲を超えること。 

③ その言動により職員の就業環境が害されること。 

要求内容又は手段・態様のいずれか一方が相当性を欠く場合も含む。目的、経緯、頻度、継続性、被害の

程度、当社側の対応、利用者の状態等を総合的に確認する。重大な暴力・脅迫等は一度でも該当し得る。

該当性が確定していなくても、安全確保と相談対応は直ちに行う。 
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第 4 条 対象となり得る言動 

次の言動は、第 3 条の要素を踏まえて判断する例であり、これらに限らない。正当な申入れまで一律に禁

止するものではない。 

類型 具体例 

身体への攻撃 
殴る、蹴る、つばを吐きかける、物を投げつける、危険物を示すなど、身体に危害を及ぼす行

為。 

威圧や人格への攻撃 脅迫、侮辱、人格否定、差別的な発言、土下座の強要、威圧的な怒鳴り声を執拗に続ける行為。 

過大又は不当な要求 
法令違反、介護・看護上危険な行為、契約内容を著しく超える対応、不当な金銭・賠償、職員の

解雇・処分等を強要する行為。 

不当な拘束や反復 
退路を塞ぐ、帰らせない、合理的な説明後も同じ要求で長時間拘束する、業務を妨げる電話・訪

問等を執拗に繰り返す行為。 

性的言動やつきまとい 
不必要に身体へ触れる、性的な発言・要求をする、私的交際を強要する、待ち伏せやつきまとい

をする行為。 

プライバシー等の侵害 
職員や他の利用者の私生活情報を不当に求める、個人情報・画像を不当に公開する、SNS 等で脅

迫・誹謗中傷する行為。 

第 5 条 正当な申入れと利用者の権利の尊重 

1 サービスの質、安全、説明、費用等に関する苦情、事実確認、適正な謝罪・補償の申入れ、行政機関へ

の相談・通報、虐待が疑われる場合の通報、合理的配慮を求める意思表示自体は、カスタマーハラスメ

ントとして扱わない。録音・撮影や批判的な意見の表明も、それだけを理由に該当すると判断しない。 

2 当社側に説明不足、不適切な対応、事故その他の問題がある場合は、事実を確認し、必要な説明、謝罪

及び改善を行う。相手方の不相当な言動への対応と、苦情内容の検証を分けて進める。 

3 障害を理由とする不当な差別的取扱いを行わない。合理的配慮の申出には建設的な対話を通じて対応

し、実施に伴う負担が過重でない範囲で必要かつ合理的な配慮を提供する。希望どおりの対応が難しい

場合も、理由と代替方法を説明する。 

4 認知症、精神疾患、高次脳機能障害、知的・発達障害その他の状態や特性による言動については、痛

み、不安、環境、意思疎通の困難等の背景を評価し、主治医、介護支援専門員、相談支援専門員等と連

携して支援方法を検討する。診断名のみで判断せず、必要なケアと職員の安全確保を並行して行う。 

5 家族等の言動を理由に、利用者本人への支援を直ちに制限しない。職員の安全確保を理由として虐待、

不適切な身体拘束、報復又は必要なケアの放置を行わない。 
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第 6 条 責任体制 

1 代表取締役を本指針の実施に関する統括責任者とする。管理本部は、相談受付、事実確認、職員支援、

外部機関との連携及び再発防止を統括する。各事業所管理者は現場の安全確保と初動対応を担う。 

2 重大又は解決困難な事案は、倫理・コンプライアンス委員会に付議し、必要に応じて弁護士、医療・福

祉の専門職等の助言を受ける。委員会開催を待たず、緊急の安全確保を実施する。事案の当事者又は利

害関係者は、当該事案の判断から外す。 

3 管理本部は、担当者と代行者、夜間・休日の連絡経路、警察・行政等との連携先を定め、職員がいつで

も確認できる状態にする。 

第 7 条 相談窓口と相談の受付 

1 職員の相談窓口を管理本部に置く。職員は直属の上司を経由せず、直接相談できる。事業所管理者も相

談を受け付け、必要な範囲で管理本部につなぐ。窓口担当者が当事者の場合は、関与していない役員等

の代替窓口で対応する。 

2 面談、電話、メールその他当社が定める方法で相談を受け付ける。被害が発生した場合だけでなく、発

生のおそれがある場合、該当するか判断しにくい場合、同僚からの相談も受け付ける。匿名相談も可能

な範囲で対応する。 

3 相談受付時に、安全及び心身の状態、希望する支援、情報共有の範囲を確認する。相談担当者に必要な

研修を行い、管理本部、事業所及び専門機関が連携して対応する。 

4 利用者・家族等からの意見及び苦情は、各事業所及び管理本部の苦情相談窓口で受け付ける。外部の行

政・相談機関への申立てを妨げない。 

第 8 条 職員の保護と不利益取扱いの禁止 

1 被害職員には、相手方からの分離、担当変更、複数人対応、業務・勤務上の配慮、休養、受診・心理相

談の案内等、状況に応じた支援を行う。本人の意向を確認し、被害職員にのみ過度な負担を負わせな

い。負傷等については、必要な労災手続等を支援する。 

2 相談したこと、事実確認に協力したこと、都道府県労働局への相談、紛争解決の援助・調停の申請又は

調停への出頭等を理由として、解雇、雇止め、減給、不当な配置変更その他の不利益な取扱いを行わな

い。 

3 相談者、被害職員、協力者及び相手方のプライバシーを保護する。病歴、障害、性的指向・ジェンダー

アイデンティティ等の機微な情報を含め、対応上必要な範囲を超えて共有しない。 

4 相談を軽視し、我慢を強要し、又は相談者を責める等の二次的な被害を防ぐ。本条の保護方針を全職員

に周知し、対応後も心身の状態と再発の有無を確認する。 
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第 9 条 現場での初動対応 

1 暴力、脅迫、監禁、性的な加害等により危険がある場合、職員は上司の事前承認を待たず、安全な場所

への退避、応援要請、当該場面の対応中断を行うことができる。緊急時は 110 番又は 119 番に通報し、

利用者・他の職員の安全も可能な範囲で確保する。 

2 職員は一人で抱え込まず、速やかに管理者又は管理本部へ報告する。管理者は必要に応じて直ちに対応

を交代し、原則として複数人で対応する。訪問業務では同行、連絡手段、訪問前後の安否確認及び退出

経路を確保する。 

3 安全が確保されている場合は、相手方の申出と事実関係を確認し、対応できること、できないこと及び

その理由を簡潔に説明する。職員個人の判断で金銭支払、過大な補償、処分又は契約解除を約束しな

い。 

4 不相当な言動には、問題となる具体的な行為を示して中止を求める。改善しない場合は、事案に応じて

管理者が対応時間・場所・連絡方法を調整し、面談や電話を終了する。原則として事前に理由を説明

し、正当な申出を受け付ける代替手段を案内する。時間や回数だけで機械的に判断しない。 

5 危険が差し迫る場合は、警告や段階的な対応を省略して安全措置を講じることができる。緊急の退避・

対応中断と、継続的なサービス停止・契約解除とは区別して取り扱う。 

第 10 条 事実確認と組織的な対処 

1 管理本部は、相談者、関係職員、記録及び必要かつ可能な範囲で相手方から、迅速かつ正確に事実関係

を確認する。被害職員への聴取の繰返しを避け、心身の状態に配慮する。双方の説明が異なるときは、

相違点と未確認事項を記録する。 

2 管理本部と管理者は、第 3 条及び第 5 条に照らして事案を評価し、担当者、対応方法及び職員保護策を

決める。必要な範囲で相談者に対応状況を伝える。 

3 特に悪質な事案には、書面による警告、窓口の一本化、面談方法の変更、必要かつ相当な範囲での来訪

制限、警察・弁護士への相談、法的措置等を講じる。来訪制限は利用者本人の権利や生活への影響を確

認し、代替の連絡方法と見直し時期を設ける。 

4 犯罪に該当し得る暴行・傷害・脅迫等は警察と連携する。反社会的勢力による不当な要求には組織で対

応し、職員を単独で対応させず、警察及び弁護士に相談する。 

5 事実を十分確認できなかった場合も、相談を打ち切る理由とせず、職員保護、方針の再周知及び必要な

サービス・業務の改善を行う。再発の有無と対策の効果を確認する。 
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第 11 条 サービスの継続と契約に関する判断 

1 当社は、介護・障害福祉等の各サービスに適用される法令、運営基準、条例及び契約に従い、正当な理

由なくサービス提供を拒否しない。カスタマーハラスメントの発生だけを理由に、直ちに提供停止又は

契約解除ができるものとは扱わない。 

2 継続が困難な場合は、被害の重大性、再発可能性、利用者の状態、当社の対応、合理的配慮、担当変

更・複数人対応等の代替措置、利用者の生命・健康・生活への影響を確認する。管理本部は、関係する

行政、介護支援専門員、相談支援専門員、医療機関等と調整し、必要に応じて弁護士の助言を受け、代

表取締役が判断する。 

3 停止又は解除を行う場合は、具体的な理由、根拠、実施時期及び移行支援を原則として書面で説明し、

適用される法令と契約に従って必要な予告・手続を行う。一律の 30 日前予告のみをもって、停止又は解

除を正当化しない。 

4 提供が困難な場合も、他事業者の紹介、行政や支援担当者との調整、引継ぎ等、必要な措置を速やかに

講じる。緊急時には救急・医療・行政等につなぎ、職員の安全と利用者に必要な支援の確保を図る。 

5 住まいの契約と介護等のサービス契約はそれぞれの法令・契約に基づいて判断する。サービス契約の終

了に伴って当然に退去を求めたり、鍵の交換や荷物の搬出等を行ったりしない。 

第 12 条 記録と個人情報の管理 

1 発生日時・場所、関係者、具体的な言動、要求内容、経緯、被害、利用者の状態、実施した対応、判断

理由、連携先及び再発防止策を記録する。推測と確認した事実を区別する。 

2 事実確認、安全確保及び紛争対応のため、必要かつ相当な範囲で録音・録画することがある。原則とし

て目的を事前に説明又は掲示する。ただし、安全確保等のため事前説明が困難な場合は、法令を踏まえ

て適切に対応する。 

3 記録は個人情報保護法及び当社規程に従って管理し、アクセスを必要な担当者に限定する。第三者提供

は本人同意又は法令上の根拠等を確認して行う。法令・条例による保存期間、紛争対応上の必要性等を

踏まえて保存期間を定め、不要となった情報は安全に廃棄する。 

第 13 条 研修と継続的な改善 

当社は、管理者・相談担当者を含む全職員に採用時及び年 1 回以上の研修を行う。定義、苦情対応、合理

的配慮、認知症・障害特性、緊急対応、相談者保護等を扱い、実施記録を残す。本指針は事業所掲示・ホ

ームページ等で利用者・家族等にも周知し、年 1 回以上及び重大事案・法令改正時に見直す。 

第 14 条 当社側による行為の防止と関連規程 

役員・職員も取引先等の就業者に対してカスタマーハラスメントを行わない。他事業者から事実確認や再

発防止への協力を求められた場合は適切に対応し、協力者を不利益に扱わない。本指針は、苦情・相談対

応、虐待防止、身体拘束適正化、個人情報保護、就業規則等と併せて運用する。 

附則 

原指針施行日 令和 4 年 12 月 1 日 

本改訂の施行日 令和 8 年 10 月 1 日 
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別紙 2 改訂の要点と法令等の参照先 

法令等の確認基準日 2026 年 10 月 2 日 

2026 年 10 月 1 日から、改正労働施策総合推進法によるカスタマーハラスメント対策の措置義務が施行さ

れた。愛知県条例は 2025 年 10 月 1 日に施行され、国の法改正と整合を図る改正条例が 2026 年 10 月 1 日

に施行された。 

現行指針からの主な変更 

項目 改訂内容 

定義と具体例 
パワーハラスメントの 6 類型を根拠にする構成を改め、新しい法律・国の指針の 3 要素を基準と

した。 

利用者の権利 
正当な苦情、通報、合理的配慮の申出を保護し、認知症・障害等の状態を踏まえた対応を明記し

た。 

相談体制と職員保護 
管理本部・管理者の役割、代替相談経路、秘密保持、不利益取扱いの禁止、被害職員の支援を明

確にした。 

現場対応と悪質事案 危険時の退避、複数人対応、警察等への連携、警告・法的措置及び再発防止を具体化した。 

契約解除と支援継続 
30 日前予告だけで解除できるように読める規定を改め、正当な理由、個別判断、必要な手続と移

行支援を明記した。 

運用管理 
録音・記録管理、研修、定期見直し及び当社が加害側にならないための取組を追加した。条番号

の欠番も整理した。 

主な根拠と参照資料 

1 改正労働施策総合推進法 第 33 条及び第 34 条等 衆議院掲載の改正法 

2 厚生労働省 カスタマーハラスメント防止指針 令和 8 年告示第 51 号 

3 愛知県カスタマーハラスメント防止条例 2026 年 10 月 1 日改正時 

4 厚生労働省 介護現場におけるハラスメント対策 サービス提供困難事例 

5 厚生労働省 指定障害福祉サービスの運営基準に関する解釈通知 

併せて適用する主な法令等 労働契約法第 5 条、障害者差別解消法第 8 条、個人情報保護法、介護・障害福祉・障害児支

援・訪問看護等の各指定基準及び所在地の関係条例。 

年 1 回以上の研修・見直し、代表取締役による決定等は、対策を実行するために本指針で定めた当社の運用基準であり、カ

スタマーハラスメント対策について法令が一律にその頻度や役職を指定しているという趣旨ではない。 

本指針の制定に加え、相談窓口の実働、職員への周知、事案への対処等を行う必要がある。個別のサービス停止・契約解除

は、対象サービスの法令・契約と具体的事実に照らして判断する。 

 

2026 年 10 月 2 日作成  所管 JCC グループ管理本部 

 

https://www.shugiin.go.jp/Internet/itdb_housei.nsf/html/housei/21720250611063.htm
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=75ac0814&dataType=0&pageNo=1
https://www.pref.aichi.jp/uploaded/attachment/627790.pdf
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_05120.html
https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00tb4746&dataType=1

